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情報科学を活用した地震調査研究プロジェクトの概要 

１． 課題実施期間及び評価実施時期 

令和３年度～令和７年度 

事後評価 令和７年 12月 

２． 研究開発目的・概要 

・目的

これまでに莫大に蓄積されてきた地震観測データについて、AI 等を活用しデータ

処理を行うなど、情報科学と連携して地震調査研究を進める。人の目では分からな

い新たな現象の発見などの可能性があり、ひいてはこれらにより防災・減災を強力

に推進するための地震動即時予測の高精度化・迅速化等の実現を目指す。

・概要

情報科学と地震学が融合した研究テーマを公募し、今まで蓄積してきた莫大な地震

観測データ等を活用した新たな地震調査研究を支援するとともに、地震学の次代を

担う若手研究者の育成も視野に、プロジェクト外の研究者への広報・周知を図るこ

とで、「情報科学×地震学」研究分野全体の発展を目指す。

具体的には以下の研究を実施する。

①人工知能と自然知能の対話・協働による地震研究の新展開（東京大学）

②信号処理と機械学習を活用した地震波形ビッグデータ解析による地下断層の探

索（産業技術総合研究所）

③データ同化断層すべりモニタリングに向けた測地データ解析の革新（東北大学)

④地震データの不完全性に対応した地震活動およびそれにともなう揺れの準リア

ルタイム時空間予測に関する研究開発（防災科学技術研究所）

⑤長期から即時までの時空間予測とモニタリングの新展開（統計数理研究所）
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３． 研究開発の必要性等（必要性、有効性、効率性に関する事前評価結果の概要を記載） 

<必要性> 

地震調査研究推進本部（以下、「地震本部」という。）の「地震調査研究の推進につ

いて－地震に関する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な

施策（第３期）－」（以下、「第３期総合基本施策」という。）では、これまでも衛星デ

ータの活用など科学技術の進展に伴い、様々な手法の開発に挑戦してきている地震調

査研究分野において、近年の IoT、ビッグデータ、AI、データサイエンスといった情

報科学に関する科学技術の著しい進展も踏まえ、従来の地震調査研究に加え、新たな

科学技術を活用した地震調査研究により、地震活動の予測や揺れの空間分布の予測、

また、地震動即時予測の高精度化・迅速化等を目指す方針が示されている。本プロジ

ェクトは、このような方針に対し、情報科学と地震学の融合研究を深化させることで、

空間的余震予測手法開発、地震カタログや揺れの分布の充実化等を目指すものであり、

必要な研究開発である。 

<有効性> 

地震活動の予測や揺れの空間分布の予測、また、地震動即時予測の高精度化・迅速

化等を実現するため、本プロジェクトは、膨大な地震観測データ等を活用し、情報科

学の知見と地震学の知見の融合を深化させることで、地震メカニズムの解明、地震活

動の予測、地震観測・解析手法の高度化、地震活動評価の進展等に繋がる研究開発を

実施し、これらは余震予測の空間的評価や統合的な分析を行うにあたり有効な研究開
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発である。 

<効率性> 

地震学分野と異分野の研究者と協同で研究開発を実施することで、それぞれの分野

における最新の科学的知見に基づきながら成果を創出するとともに、必要なメタ情報

を付与したデータセットを構築しながら計画を進めており、効率的な研究開発である。 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 R３(初年度) R４ R５ R６ R７ 総額 

予算額 152 百万 181百万 181 百万 181 百万 181 百万 878 百万 

執行額 150 百万 180百万 180 百万 181 百万 181 百万 

※1

874 百万 

※１：年度途中のため執行計画提出時の値（令和７年 12月 22日時点）

５． 課題実施機関･体制 

<課題名：人工知能と自然知能の対話・協働による地震研究の新展開> 

研究代表者  長尾大道 国立大学法人東京大学地震研究所 准教授 

研究代表機関 国立大学法人東京大学地震研究所 

共同研究機関 国立大学法人大阪大学 

<課題名：信号処理と機械学習を活用した地震波形ビッグデータ解析による地下断層の探索> 

研究代表者  内出崇彦 国立研究開発法人産業技術総合研究所 上席主任研究員 

研究代表機関 国立研究開発法人産業技術総合研究所 

共同研究機関 学校法人五島育英会 東京都市大学 

学校法人立命館 立命館大学 

<課題名：データ同化断層すべりモニタリングに向けた測地データ解析の革新> 

研究代表者  太田雄策 国立大学法人東北大学大学院理学研究科 教授 

  （※加納将行 国立大学法人京都大学防災研究所 准教授） 

研究代表機関 国立大学法人東北大学 

共同研究機関 国立大学法人京都大学 

※令和７年９月１日より、京都大学防災研究所に異動

<課題名：地震データの不完全性に対応した地震活動およびそれにともなう揺れの準リアルタイ

ム時空間予測に関する研究開発>

研究代表者  久保久彦 国立研究開発法人防災科学技術研究所 主任研究員 

研究代表機関 国立研究開発法人防災科学技術研究所 

共同研究機関 国立大学法人東京科学大学 

国立大学法人東京大学 
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<課題名：長期から即時までの時空間地震予測とモニタリングの新展開> 

研究代表者  庄建倉 大学共同利用機関法人情報・システム研究機構 

統計数理研究所 教授 

研究代表機関 大学共同利用機関法人情報・システム研究機構統計数理研究所 

共同研究機関 国立大学法人京都大学防災研究所 

広島県公立大学法人県立広島大学 大学教育実践センター 

静岡県公立大学法人 静岡県立大学グローバル地域センター 

６． その他 

本プロジェクトで得られる研究データの管理と利活用については、調査研究を実施する

研究機関や大学の規定等に則り、適切に取り組むこととしている。 
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事後評価票 

（令和７年 12月現在） 

１．課題名 情報科学を活用した地震調査研究プロジェクト 

２．関係する分野別研究開発プラン名と上位施策との関係 

プラン名 防災科学技術分野研究開発プラン 

プランを推進するに

あたっての大目標 

「安全・安心の確保に関する課題への対応」（施策目標９－４） 

概要：安全かつ豊かで質の高い国民生活を実現するため、「地震調査研究

の推進について（第３期）」（令和元年５月 31日 地震調査研究推進本部）

や「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第３次）の推進

について（建議）」（令和５年 12月 22日 科学技術・学術審議会）、「火山

調査研究の推進について－火山に関する観測、測量、調査及び研究の推進

についての総合的かつ基本的な施策－中間取りまとめ」（令和７年３月 28

日 火山調査研究推進本部）等に基づき、地震等の自然災害から国民の生

命及び財産を守るための研究開発等を行い、これらの成果を社会に還元

する。 

プログラム名 

防災科学技術分野研究開発プログラム 

概要：自然災害を観測・予測することにより、人命と財産の被害を最大限

予防し、事業継続能力の向上と社会の持続的発展を保つため、国土強靭化

に向けた調査観測やシミュレーション技術及び災害リスク評価手法の高

度化を図る。自然災害発災後の被害の拡大防止と早期の復旧・復興によっ

て、社会機能を維持しその持続的発展を保つためには、「より良い回復」

に向けた防災・減災対策の実効性向上や社会実装の加速を図る。 

上位施策 
第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月 26日閣議決定） 

国土強靱化基本計画（令和５年７月 28日閣議決定） 

プログラム全体に

関連する 

アウトプット指標

過去３年程度の状況 

令和４年 令和５年 令和６年 

査読付き論文数、

研究成果報道発表

数 

※情報科学を活用

した地震調査研究

プロジェクトによ

る論文数、学会発

表数（累計） 

353件 549 件 775 件 
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プログラム全体に

関連する 

アウトカム指標

過去３年程度の状況 

令和４年 令和５年 令和６年 

被害の軽減につな

がる予測手法の確

立 

被害の軽減につながる

予測手法のための各要

素モデルを開発 

各要素モデル結果を実

際の事例に適用し、検証

を実施 

各要素モデルの検証結

果と合わせて実務官庁

と意見交換を開始 

３．評価結果 

（１）課題の達成状況

① プロジェクトの成果

本プロジェクトは、地震調査研究推進本部の「地震調査研究の推進について－地震に関

する観測、測量、調査及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施策（第３期）－」

（以下、「第３期総合基本施策」）において、これまでの地震調査研究の成果により集めら

れた多様かつ大規模なデータが、十分に活用されているとは言えない状況であるとともに、

地震調査研究の分野においても、IoT・ビッグデータ・AIといった情報科学分野の技術を活

用することが重要とされ、(１)空間的余震予測の実現、(２)統計学的視点を取り入れた観

測点配置の最適化、(３)異種観測データの統合的な分析を目的に、情報科学と地震学の融

合研究を実施し、以下の成果を得た。 

（１）空間的余震予測については、特に、課題４（防災科学技術研究所）により、地震カタ

ログに基づく予測アプローチ（Kubo & Shiomi 2025）と地震動データに基づく予測アプロ

ーチ（Sawazaki 2021, 2025）で、それぞれの解析モデルの開発が行われた。現在はさらに

両アプローチの解析モデルの統合に向けた基礎的検討に着手している。

（２）観測点配置の最適化については、課題１（東京大学）による地震波動場データ同化手

法は地震観測点最適配置アルゴリズムの創出に資する。

（３）課題２（東北大学）による測地データの取り組み、課題３（産業技術総合研究所）に

よる断層形状推定の取り組みなど、異種観測データの統合的分析の解析モデルが開発され

た。情報科学と地震学の融合研究は、PM/PO/TA の助言と活発な勉強会開催の結果、特に、

課題５（統計数理研究所）の情報科学分野の研究者が他課題についても参画し、各解析モ

デルの開発が促進され、多数の共同研究成果の公表につながった。各学会で開催した特別

セッションにはプロジェクト外からの発表も多数あり、当該分野の確立・活性化に大きく

貢献した。

以上のことから、本プロジェクトの所期の目標は十分に達成している。 

② 評価項目及び評価基準の妥当性

地震本部の第３期総合基本施策において、地震活動の予測や揺れの空間分布の予測、ま

た、地震動即時予測の高精度化・迅速化等を目指すこととされており、事前評価時に設定

した「必要性」「有効性」「効率性」の評価項目及び評価基準は、本プロジェクトを評価する
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にあたり引き続き重要な指標であるため、変更の必要はない。 

＜必要性＞ 

評価項目 
評価基準 

評価項目・評価

基準の適用時期 

地震調査研究の発展への貢

献、安全・安心な社会等の創

出 

定

性

的 

空間的余震予測手法開発に資するか、 

地震カタログ等や揺れの分布の充実化に資

するか 

前・後 

【評価結果】 

・大地震発生後の地震多発時の地震カタログの作成には長時間を要していた地震多発時

の波形データからの地震発生の自動検知を行う解析モデルを開発した。（東京大学、防災科

学技術研究所） 

・空間的余震予測手法の開発にむけて、地震カタログからのアプローチと震度分布から

のアプローチの解析モデルが開発され、その統合と評価手法の確立が進んでいる。 

以上のことから、本プロジェクトは、必要性があったと評価できる。 

＜有効性＞ 

評価項目 
評価基準 

評価項目・評価

基準の適用時期 

新しい知の創出への貢献・研

究開発の質の向上への貢献 
定

性

的 

余震予測の空間的評価の進展に資するか 

データ間の関係性などに関する統合的な分

析に資するか 

最適な地震計の配置に資するか 

前・後 

【評価結果】 

・地震自動検知、自動解析システムの構築（東京大学、防災科学技術研究所、統計数理研究

所）余震予測の空間的評価の進展に資するものであり、解析の迅速化で大きく貢献する。

特に、地震自動検知の SegPhase（東京大学）は JAMSTECとの連携による DONETへの実装（契

約済）、民間企業の解析システムへの実装（契約直前）の段階にある。

・地殻変動の予測にむけた解析モデル（東北大学）は、地震と断層すべりの関係性の評価に

資する。

・断層形状推定の取り組みは統合的な分析に資するもので、地震カタログからのアプロー

チと波形（後続波）からのアプローチで解析モデルを開発し、プログラム、解析結果共に公

表済である（産業技術総合研究所）。

・地震波動場データ同化手法（東京大学開発）は地震観測点最適配置アルゴリズムの創出

に資する。

以上のことから、本プロジェクトは、有効性があったと評価できる。 

○ 各研究課題の個別の成果

課題１：人工知能と自然知能の対話・協働による地震研究の新展開（東京大学）

[A-１] 人工知能×波形信号
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・AI 技術により地震多発時も迅速な地震の自動検出およびそれに基づく地震発生予測モデ

ルを開発（一部は社会実装済）。

・深層学習によるスロー地震の自動検出モデルを開発

・DASデータのための地震波検測深層学習モデルの開発

・Time Reversal Methodのための Fourier Neural Operatorモデルの開発

[A-２] 人工知能×波形画像

・歴史地震記象からの地震関連現象抽出のための深層学習器開発

[B-１] 自然知能×波形信号

・長期的地震発生確率評価手法（既存の滑り量依存 BPT モデルに滑り量などの不確実性を

考慮した解析モデル）を開発し、地震調査研究推進本部地震調査委員会に提供

[B-２] 自然知能×波形画像

・地震・低周波地震検出法に基づく地震観測点選択

課題２：信号処理と機械学習を活用した地震波形ビッグデータ解析による地下断層の探索

（産業技術総合研究所） 

・後続波の自動検出、後続波励起源の推定手法の開発と励起源分布の解明、それに基づく

複数の連結・連動する断層を推定できる解析モデルを開発。

・震源分布から断層面やその形状を推定する手法を開発。

課題３：データ同化断層すべりモニタリングに向けた測地データ解析の革新（東北大学) 

・測地データの解析技術を開発し、短期間の測地データから断層の動き（すべり）検出する

モデルを開発。

・四国西部で発生したイベントについて、スリップイベントの把握能力を評価。

・断層すべりの予測より詳細な時系列を把握できる可能性を示した。⇒本プロジェクト以

外でも活用され、成果が公表されている。 

課題４：地震データの不完全性に対応した地震活動およびそれにともなう揺れの準リアル

タイム時空間予測に関する研究開発（防災科学技術研究所）

・地震多発時にも時空間での地震の発生確率を迅速に予測するモデルを開発。

・従来困難だった、データ数が少ないときの、観測点ごとの揺れの特性を示せる可能性。

課題５：長期から即時までの時空間予測とモニタリングの新展開（統計数理研究所） 

・地球規模の地震を直接解析するシミュレーションモデルを開発。

・海外のデータや多様なデータを活用した解析のノウハウを蓄積。

・標準的 ETASモデルに外部励起要因を考量する解析モデルを開発。

＜効率性＞ 

評価項目 
評価基準 

評価項目・評価

基準の適用時期 

計画・実施体制の妥当性、

研究開発の手段やアプロ

定

性

地震と異なる分野の研究者の参画を促進で

きているか 

前・後 
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ーチの妥当性 的 地震と異なる分野の研究者と十分な知見の

共有ができているか 

必要事項を横断的に整理した結果の共有な

ど、成果の最大化を目指した事業遂行が 

できているか 

コスト抑制を意図し研究を進めているか

【評価結果】 

 本プロジェクトでは、地震と異なる分野（特に、情報科学分野）の研究者の参画促進を目

的に、PM/PO/TA を配置した運営委員会・研究実施体制を構築するとともに、研究代表者が

主体的に地震学分野と異なる分野の両分野に参画し、勉強会等を定期的に企画することで、

お互いの研究者間の思考を熟知しながら取り組むことで、参画促進を実現した。 

結果、情報科学分野の研究者が所属する課題の開発・研究を実施するとともに、勉強会

などをきっかけに他課題の開発・研究にも参画したことで、解析モデルの開発が加速した。 

また、地震波形データ、測地学的データなどを活断層データに関連付ける解析モデルと

その結果を、産業技術総合研究所の HP上で公開した。その他本事業による開発モデルを各

課題が随時公開。本プロジェクト外でも活用され、成果が公表された。 

さらに、プロジェクト運営委員会による指導・助言により研究計画の確実かつ効率的な

研究運営が実現した。文部科学省による委託費の額の確定検査等により経済性を確認した。 

以上のことから、本プロジェクトは、効率性があったと評価できる。 

（２）科学技術・イノベーション基本計画等の上位施策への貢献状況

○第５期科学技術基本計画 抜粋

自然災害に対して、国民の安全・安心を確保してレジリエントな社会を構築する。

具体的には、災害に負けないインフラを構築する技術、災害を予測・察知してその正体を

知る技術、発災時に被害を最小限に抑えるために、早期に被害状況を把握し、国民の安全

な避難行動に資する技術や迅速な復旧を可能とする技術などの研究開発を推進し、さら

にはこれらを組み合わせて連動させ、リスクの効率的な低減を図るとともに、災害情報を

リアルタイムで共有し、利活用する仕組みの構築を推進する。

○第６期科学技術・イノベーション基本計画 抜粋

レジリエントで安全・安心な社会の構築

頻発化・激甚化する自然災害に対して（中略）人文・社会科学の知見も活用した総合的

な防災力の発揮により、適切な避難行動等による逃げ遅れ被害の最小化、市民生活や経済

の早期の復旧・復興が図られるレジリエントな社会を構築する。 

本プロジェクトで開発した解析モデルや科学的知見等は、地震本部による地震活動の評

価等に活用されることで、減災・防災に向け、各地方自治体の都市計画や地域防災計画の

高精度化が期待できる。また、開発した解析モデルの活用・改善検討に向けた実務官庁と

の意見交換も始まっており、将来的に、実務官庁の警報・監視業務等に導入されれば、地震

発生時の効果的かつ効率的な避難行動に結び付けることができる。これにより、自然災害

のリスクを踏まえた国土や社会機能の強靱性（レジリエンス）向上が期待できるため、安
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全・安心な社会の構築に貢献した。 

（３）中間評価結果時の指摘事項とその対応状況

該当なし。 

（４）総合評価

① 総合評価

本プロジェクトは、情報科学を活用した地震活動の評価の高度化を目指す中で、地震波

形データのみならず、測地データや断層データなども取り込んだ新たな解析モデルを開発

した。情報科学と地震学を深く融合することで、新たな多くの科学的知見を獲得している。

将来その知見が現業官庁の実務や地震本部等の取組に活用されれば、社会の防災・減災に

貢献する。開発において情報科学分野の研究者が複数の課題で貢献した。また、両分野や

研究と実務を横断して職を得た若手研究者もおり、今後の分野連携の基盤となる人材を育

成できた。以上のことから、本プロジェクトは所期の目標を達成できたと評価できる。 

②評価概要

・地震多発時にも有効な波形データからの地震の自動検知の解析コードは実用性が高く、

民間とは導入に向けた契約済みであり、実務官庁とも意見交換が進んでいる。

・任意の観測点の地震波形データを使った自動検知の性能検証の解析手法の開発を行った

ことで、今後の社会実装の促進が見込まれる。

・地震調査委員会へ長期的地震発生確率評価の解析モデルのコードを提供した。この解析

モデルは、今年度９月の地震調査委員会の南海トラフの地震活動の長期評価（第二版一部

改訂）の公表に貢献した。

・地殻変動データからのゆっくり滑りの検知（東北大学開発）は、大地震発生前の評価手法

の開発に有効であり、東北地方太平洋沖地震の検証が行われ、論文を公表しており、今後

の網羅的な検証につながる見込みである。

・開発された各解析モデルは、地震調査委員会への各機関の評価結果の迅速化に大きく貢

献する。

・雇用された若手研究者が、分野を横断しての職の獲得や、官庁での専門職の獲得など、今

後の分野融合や組織連携につながった。

③指摘事項

・特になし。

（５）今後の展望

本プロジェクトの成果をさらに社会に還元するため、実務官庁や地震本部等との調整を

進めつつ、開発した解析モデルの検証や更なる高精度化を実現する必要がある。AI 等を活

用した解析モデルの信頼性向上のためにも、検証を目的とした解析モデルの開発と公開は

有効である。また、国の地震関連施策を一元的に推進する地震本部の第３期総合基本施策
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では、大地震後の地震活動に関する予測手法の高度化や地震動即時予測及び地震動予測の

高度化などが、当面 10年間に取り組むべき地震調査研究として位置付けられているため、

本プロジェクトで獲得した科学的知見を活用して発展的に取り組むべきである。さらに、

今までノイズとして活用されていなかったデータの活用に向けた解析手法の確立や、防災・

減災に直結する地震動の即時予測技術の開発、生成 AIの活用なども今後の課題である。 
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